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2020.9.1 

特定建築物定期調査業務基準（2016 年改訂版） 第３刷 対応表 

 

一般財団法人 日本建築防災協会 

 法改正等による条項ズレに伴う第３刷からの対応表（変更事項）は以下の通りです。 

 調査項目等の増減はありません。 

下線は修正部分 

頁 行・場所 変更事項 

2 １．予備調査 

6 ポツ目 

・防火扉・防火シャッター等の点検状況 

→・常時閉鎖した状態にある防火扉又は戸の点検状況 

4 上 4 防火扉・防火シャッター等の点検状況 

→防火扉等の点検状況 

10 下 3 最終改正：令和元年国交告第 200 号 

→最終改正：令和２年国交告第 508 号 

13 ４建築物の内部 

（1）調査項目 

令第 112 条第 11 項から第 13 項までに規定する区画の状況 

13 

 

４建築物の内部

（1）判定基準 

 

令第 112 条第 11 項から第 13 項までの規定に適合しないこと。 

ただし、令第 129 条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響

を及ぼす修繕や模様替え等（以下「修繕等」という。）が行われていない場合を

除く。 

４建築物の内部 

（2）調査項目 

令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項までの各項に規定す

る区画の状況 

４建築物の内部 

（2）判定基準 

令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項まで（令第 129 条の

２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行わ

れていない場合にあっては、第７項を除く。）の規定に適合しないこと。 

４建築物の内部 

（3）調査項目 

令第 112 条第 18 項に規定する区画の状況 

４建築物の内部 

（3）判定基準 

令第 112 条第 18 項の規定に適合しないこと。ただし、令第 129 条の２第１項の

規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない

場合を除く。 

４建築物の内部 

（4）調査項目 

令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の処置

の状況 

４建築物の内部 

（4）判定基準 

令第112条第16項又は第17項の規定に適合しないこと。 

４建築物の内部 

（5）調査項目 

令第112条第16項に規定する外壁等及び同条第17項に規定する防火設備の劣化及び損傷

の状況 

４建築物の内部 

（5）判定基準 

令第 112 条第 16 項に規定する外壁等、同条第 17 項に規定する防火設備に損傷があ

ること。 
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14 ４建築物の内部 

（11）判定基準 

次の各号のいずれかに該当すること。 

（1） 令第112条第１項、第4項から第6項まで又は第18項（令第129条の２第１項の規定が適用さ

れ、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第18項

を除く。）の規定による防火区画 一時間準耐火基準に適合しないこと。 

(2） 令第112条第７項又は第10項（令第129条の２第１項の規定が適用され、かつ、全館避難安

全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第７項を除く。）の規定によ

る防火区画 令第107条の規定に適合しないこと。 

（3） 令第112条第11項から第13項まで又は第16項（令第129条の２第１項の規定が適用され、

かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第11項から第

13項までを除く。）の規定による防火区画 令第107条の２の規定に適合しないこと。 

14 ４建築物の内部 

（14）判定基準 

令第 112条第 20項若しくは第 21項又は令第 129条の２の４の規定に適合しない

こと。 

14 ４建築物の内部 

（15）調査方法 

設計図書等により確認し、前回の定期調査以後に法第６条第１項の規定に基づく確

認を要しない規模の修繕や模様替え等（以下「修繕等」という。）が行われ、かつ、

点検口等がある場合にあっては、点検口等から目視により確認する。 

→設計図書等により確認し、前回の定期調査以後に法第６条第１項の規定に基づく

確認を要しない規模の修繕等が行われ、かつ、点検口等がある場合にあっては、点

検口等から目視により確認する。 

14 ４建築物の内部 

（16）判定基準 

「追記」 

令第128条の５（令第128条の６第１項の規定が適用され、かつ区画避難安全性能に

影響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第129条第１項の規定が適用され、か

つ階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合又は令第129条の２第

１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていな

い場合にあっては、第２項、第６項、第７項及び階段に係る部分以外の規定を除く。）

の規定に適合しないこと。 

15 ４建築物の内部 

（20）判定基準 

次の（1）から（3）までのいずれかに該当すること。 

（1） 令第112条第１項、第４項から第６項まで又は第18項（令第129条の２第１項の規

定が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合

にあっては、第18項を除く。）の規定による防火区画 一時間準耐火基準に適合しな

いこと。 

（2） 令第112条第７項又は第10項（令第129条の２第１項の規定が適用され、かつ、全

館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第７項を除

く。）の規定による防火区画 令第107条の規定に適合しないこと。 

（3） 令第112条第11項から第13項まで又は第16項（令第129条の２第１項の規定

が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあ

っては、第11項から第13項までを除く。）の規定による防火区画 令第107条の２の

規定に適合しないこと。 

15 ４建築物の内部 

（22）判定基準 

令第 112条第 20項若しくは第 21項又は第 129条の２の４の規定に適合しないこ

と。 

15 ４建築物の内部 

（23）判定基準 

令第128条の5（令第128条の６第１項の規定が適用され、かつ区画避難安全性能に影

響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第 129 条第１項の規定が適用され、かつ
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「追記」 階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合又は令第 129 条の２第１

項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない

場合にあっては、第２項、第６項、第７項及び階段に係る部分以外の規定を除く。）の

規定に適合しないこと。 

16 ４建築物の内部 

（26）判定基準 

令第 112 条第 19 項の規定に適合しないこと。 

16 ４建築物の内部 

（27）判定基準 

令第 112 条第 19 項の規定に適合しないこと。 

16 ４建築物の内部 

（30）判定基準 

常閉防火設備の変形又は損傷により遮炎性能又は遮煙性能（令第 112 条第 19 項

第二号に規定する特定防火設備又は常閉防火設備等に限る。）に支障があること。

 

17 ４建築物の内部 

（40）調査方法 

「追記」 

各階の主要な換気設備の作動を確認する。ただし、３年以内に実施した法第12条第３

項の規定に基づく検査（以下「定期検査」という。）等の記録がある場合にあっては、

当該記録により確認することで足りる。 

20 ５避難施設等 

（24）判定基準 

「追記」 

令第126条の３の規定に適合しないこと。ただし、令第128条の６第１項の規定が適

用され、かつ区画避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第129

条第１項の規定が適用され、かつ階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われてい

ない場合又は令第129条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響

を及ぼす修繕等が行われていない場合を除く。 

20 ５避難施設等 

（27）判定基準 

「追記」 

令第126条の２の規定に適合しないこと。ただし、令第128条の６第１項の規定が適

用され、かつ区画避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第

129条第１項の規定が適用され、かつ階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われ

ていない場合又は令第129条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に

影響を及ぼす修繕等が行われていない場合を除く。 

23 表１ 最終ページ参照 

31 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（1） 

令第112条第11項から第13項までに規定する区画（以下、「たて穴区画」という。）
の状況 

 

31 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（2） 

令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項までの各項に規定す

る区画（以下、「面積区画」という。）の状況 

31 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（3） 

令第 112 条第 18 項に規定する区画（以下、「異種用途区画」という。）の状況 

31 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（4） 

令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の処置

の状況 

31 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（5） 

令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の劣化

及び損傷の状況 
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39 その他特記事項

の上に枠を 

「追加」 

 

その他確認事項 

法第12条第３項の規定による検査を要する防火設備の有無 

□有（      Ｆ） □無 
 

50 枠内 

４．性能検証法等

の適用 「追記」

□耐火性能検証法         □防火区画検証法 

□区画避難安全検証法（   階） □階避難安全検証法（  階） 

□全館避難安全検証法       □その他（        ） 

53・54 枠内⑦ 

「追記」 

４欄は、建築基準法施行令第 108 条の３第２項に規定する耐火性能検証法により

耐火に関する性能が検証されたときは「耐火性能検証法」のチェックボックスに、

同令第108条の３第５項に規定する防火区画検証法により遮炎に関する性能が検

証されたときは「防火区画検証法」のチェックボックスに、同令第 128 条の６第

３項に規定する区画避難安全検証法により区画避難安全性能が検証されたとき

は「区画避難安全検証法」のチェックボックスに、同令第 129 条第３項に規定す

る階避難安全検証法により階避難安全性能が検証されたときは「階避難安全検証

法」のチェックボックスに、同令第 129 条の２第４項に規定する全館避難安全検

証法により全館避難安全性能が検証されたときは「全館避難安全検証法」のチェ

ックボックスに、それぞれ「レ」マークを入れ､「区画避難安全検証法」の場合

は区画避難安全性能を検証した階を、「階避難安全検証法」の場合は階避難安全

性能を検証した階を、併せて記入してください。建築基準法第 38 条（同法第 66

条、第 67 条の２及び第 88 条第１項において準用する場合を含む。）の規定によ

る特殊構造方法等認定、同法第 68 条の 25 第１項の規定による構造方法等の認定

又は建築基準法の一部を改正する法律（平成 10 年法律第 100 号）による改正前

の建築基準法第 38 条の規定による認定を受けている建築物のうち、当該適用に

ついて特に報告が必要なものについては「その他」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、その概要を記入してください。 

57 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（1） 

令第112条第11項から第13項までに規定する区画の状況 

 

57 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（2） 

令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項までの各項に規定す

る区画の状況 

57 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（3） 

令第 112 条第 18 項に規定する区画の状況 

57 ４建築物の内部

調査項目枠内 

（4） 

令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の処置

の状況 

57 ４建築物の内部

調査項目枠内 

令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の劣化

及び損傷の状況 
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（5） 

59 ７上記以外の調

査項目と特記事

項の間に挿入 

「追加」 

 

その他確認事項 

法第 12 条第３項の規定による検査を要する防火設備の有無 

□有（      階） □無 

 

60 枠内⑩と⑪の間

に挿入 

「追記」 

⑪ 「その他確認事項」は、法第12条第３項の規定による検査を要する随時

閉鎖又は作動ができる防火設備の設置の有無を確認し、該当するチェックボ

ックスに「レ」マークを入れてください。「有」の場合は、当該防火設備が

設置されている階を記入してください。 

60 枠内⑪～⑬ ⑫～⑭に繰り下げ 

65 ４．性能検証法等

の適用 

「追記」 

□耐火性能検証法         □防火区画検証法 

□区画避難安全検証法（   階） □階避難安全検証法（  階） 

□全館避難安全検証法       □その他（        ） 

95 下 4 に挿入 

「追記」 

4) 延焼のおそれのある部分に防火ダンパー（防火設備）が適切に設置されてい

るか設計図書等により確認する。 

138 枠内（1） 令第 112 条第 11 項から第 13 項までに規定する区画の状況（たて穴区画の状況）

138 枠内（2） 令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項までの各項に規定す

る区画の状況（面積区画の状況） 

138 枠内（3） 令第 112 条第 18 項に規定する区画の状況（異種用途区画の状況） 

138 枠内（4） 令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の処置

の状況 

138 枠内（5） 令第 112条第 16項に規定する外壁等及び同条第 17項に規定する防火設備の劣化

及び損傷の状況 

139 枠内（1） 令第 112 条第 11 項から第 13 項までに規定する区画の状況（たて穴区画の状況）

関係規定：令第 112 条第 11 項から第 13 項 

139 

 

○判定基準 

下 7 

 

要是正：令第 112 条第 11 項から第 13 項の規定に適合しないこと。 

ただし、令第 129 条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響

を及ぼす修繕や模様替え等（以下「修繕等」という。）が行われていない場合を

除く。 

140 上 2 たて穴区画は令第112条第11項から第13項に規定されているが、その概要は以下

の通りである。 

140 下 14 令第 112 条第 10 項及び第 18 項の規定により、 

→令第 112 条第 11 項及び第 19 項の規定により、 

140 下 10 防火設備戸として取り扱われてきた。 

→防火設備として取り扱われてきた。 

141 表 4-（1）-1 

「遮煙性能」の

「大臣認定の場

○令第 112 条第 19 項第二号に基づく大臣認定 
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合」 

145 枠内（2） （２）令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項までの各項に

規定する区画の条件（面積区画の状況） 

関係規定：令第 112 条第１項～第 10 項 

145 上 7 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第１項、第４項、第５項又は第７項から第 10 項（令第 129

条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が

行われていない場合にあっては、第７項を除く。）の規定に適合しないこと。 

145 上 13 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第１項～第 10 項（面積区画の要区画部分、区画面積、区画方法）

 

145 下 9 

○関係規定の主

な改正経緯 

・令第 112 条第１項～第 10 項 

146・147 表 4-（2）-1 第 3→第 4 第 4→第 5 第 6→第 7 第 7→第 8 第 8→第 9  

147 下 12 （令第 112 条第 1項第二号，第 5項第二号） 

→（令第 112 条第 1項第二号，第６項第二号） 

148 枠内（3） （３）令第 112 条第 18 項に規定する区画の状況（異種用途区画の状況） 

関係規定：令第 112 条第 18 項 

148 上 4 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 18 項の規定に適合しないこと。ただし、令第 129 条の２

第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われ

ていない場合を除く。 

148 下 7 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 18 項（異種用途区画） 

149 枠内（4） （４）令第 112 条第 16 項に規定する外壁等及び同条第 17 項に規定する防火設備

の処置の状況 

関係規定：令第 112 条第 16 項 第 17 項 

149 上 6 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 16 項又は第 17 項の規定に適合しないこと。 

 

149 下 8 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 16 項（外壁耐火部分の幅や高さ） 

 

149 下 4 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 17 項（当該部分に開口部がある場合の防火措置） 

 

151 枠内（5） （５）令第 112 条第 16 項に規定する外壁等及び同条第 17 項に規定する防火設備

の劣化及び損傷の状況 

関係規定：令第 112 条第 16 項 第 17 項 

151 下 7 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 16 項に規定する外壁等、同条第 17 項に規定する防火設備

に損傷があること。 
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156 上 4 

○判定基準 

次の各号のいずれかに該当すること。 

（1） 令第 112 条第１項、第 4 項から第 6 項まで又は第 18 項（令第 129 条の２

第１項の規定が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行わ

れていない場合にあっては、第 18 項を除く。）の規定による防火区画 一時間準

耐火基準に適合しないこと。 

(2） 令第 112 条第７項又は第 10 項（令第 129 条の２第１項の規定が適用され、

かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあって

は、第７項を除く。）の規定による防火区画 令第 107 条の規定に適合しないこ

と。 

（3） 令第 112 条第 11 項から第 13 項まで又は第 16 項（令第 129 条の２第１項

の規定が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われてい

ない場合にあっては、第 11 項から第 13 項までを除く。）の規定による防火区画

令第 107 条の２の規定に適合しないこと。 

161 枠内  関係規定：令第 112 条第 20 項 第 21 項 令第 129 条の２の４ 

161 下 18 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 20 項若しくは第 21 項又は令第 129 条の２の４の規定に適

合しないこと。 

161 下 11 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 19 項 → ・令第 112 条第 20 項 

161 下 9 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 20 項 → ・令第 112 条第 21 項 

161 下 3 ・令第 112 条第 19 項 → ・令第 112 条第 20 項 

161 下 2 （第 6項）→（第 7項） 

161 下 1 令第 112 条第 15 項 → 令第 112 条第 16 項 

162 上 1 ・令第 112 条第 20 項 →・令第 112 条第 21 項 

162 上 2 （第 7項）→（第 8項） 

162 上 3 （第 16 項）→（第 17 項） 

163 上 2 

○調査方法 

設計図書等により確認し、法第 12 条第１項の規定に基づく調査以後に法第６条

第１項の規定に基づく確認を要しない規模の修繕や模様替え等（以下「修繕等」

という。）が行われ、かつ、点検口等がある場合にあっては、点検口等から目視

により確認する。 

→設計図書等により確認し、法第 12 条第１項の規定に基づく調査以後に法第６

条第１項の規定に基づく確認を要しない規模の修繕等が行われ、かつ、点検口等

がある場合にあっては、点検口等から目視により確認する。 

164 上 7 

○判定基準 

「追記」 

令第 128 条の５（令第 128 条の６第１項の規定が適用され、かつ区画避難安全性

能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第 129 条第１項の規定が適用

され、かつ階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合又は令第

129 条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕
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等が行われていない場合にあっては、第２項、第６項、第７項及び階段に係る部

分以外の規定を除く。）の規定に適合しないこと。 

166 表内（1） 

対象部分 

 

11階以上の100㎡の区画 200㎡（令第112条第８項） 

500㎡（令第112条第９項） 
 

171 上 4 要是正：次の（1）から（3）までのいずれかに該当すること。 

（1） 令第112条第１項、第４項から第６項まで又は第18項（令第129条の２第１項の規

定が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合

にあっては、第18項を除く。）の規定による防火区画 一時間準耐火基準に適合しな

いこと。 

（2） 令第112条第７項又は第10項（令第129条の２第１項の規定が適用され、かつ、全

館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第７項を除

く。）の規定による防火区画 令第107条の規定に適合しないこと。 

（3） 令第112条第11項から第13項まで又は第16項（令第129条の２第１項の規定

が適用され、かつ、全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合にあ

っては、第11項から第13項までを除く。）の規定による防火区画 令第107条の２の

規定に適合しないこと。 

173 枠内 関係規定 関係規定：関係規定：令第 112 条第 20 項、第 21 項 令第 129 条の２の４ 

173 上 5 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 20 項若しくは第 21 項又は第 129 条の２の４の規定に適合

しないこと。 

175 上 7 

○判定基準 

「追記」 

要是正：令第 128 条の５（令第 128 条の６第１項の規定が適用され、かつ区画避

難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合、令第 129 条第１項の規

定が適用され、かつ階避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合

又は令第 129 条の２第１項の規定が適用され、かつ全館避難安全性能に影響を及

ぼす修繕等が行われていない場合にあっては、第２項、第６項、第７項及び階段

に係る部分以外の規定を除く。）の規定に適合しないこと。 

183 【解説】（26）の

最後に「追記」 

・・・特殊なものが使用されているので判別できる。 

法第 12 条第３項の規定による検査を要する随時閉鎖又は作動ができる防火設備

の設置有無を確認し、調査結果表「その他確認事項」に該当する箇所にマークを

し、設置されている階を記入する。 

185 防火設備に関す

る法令・告示の表

上 6つ目 

・令第 112 条第 19 項一号（防火区画） 

・令第 129 条の 13 の２（非常用 EV 免除区画） 

・令第 136 条の２一号 

185 防火設備に関す

る法令・告示の表

上 7つ目 

・令第 112 条第 19 項二号 

・令第 126 条の２第２項 

・令第 145 条第１項二号 

185 防火設備に関す

る法令・告示の表

上 8つ目 

・令第 112 条第 21 項 
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186 枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 

昭和 48 年建告第 2563 号 

昭和 48 年建告第 2564 号 

平成 12 年建告第 1369 号 

186 下 5 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 19 項の規定に適合しないこと。 

187 

 

上 2 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 19 項（防火設備等の構造） 

・昭和 48 年建告第 2563 号（防火区画に用いる防火設備等の構造方法を定める件）

・昭和 48 年建告第 2564 号（防火区画に用いる遮煙性能を有する防火設備の構造

方法を定める件） 

・平成 12 年建告第 1369 号（特定防火設備の構造方法を定める件） 

表 4-（26）-1 

枠内 

第３項→第４項 第４項→第５項 第６項→第７項 第７項→第８項 

第８項→第９項 第９項→第 10 項 第 10 項→第 11 項 第 11 項→第 12 項  

第 12 項→第 13 項 第 17 項：法第 24 条の特殊建築物部分との区画 → 法第 21

条の特殊建築物部分との区画 

表 4-（26）-1 

枠内 第 18 項 

「追記」 

特殊建築物部分との異種用途区画*3 

*3）国土交通大臣が定める基準に従い、警報設備を設けることその他これに準ず

る措置が講じられていない場合。 

189 枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 昭和 48 年建告第 2563 号 

189 上 5 

○判定基準 

要是正：令第 112 条第 19 項の規定に適合しないこと。 

190 

 

枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 昭和 48 年建告第 2563 号 

上 14 平成 17 年 7 月には建築基準法施行令第 112 条が改正され、防災設備の閉鎖作動

時の危害防止機構等の装着が求められるようになった。 

→平成 17 年 7 月には建築基準法施行令第 112 条が改正され、防火設備の閉鎖作

動時の危害防止機構等の装着が求められるようになった。 

下 14 上記のうち①は防災設備（扉、シャッター）が閉鎖する際の衝撃強度の上限を規

定したもの、②の閉じ力は、防火設備が枠あるいは床面を押し付ける力の強さの

上限を規定したものである。 

→上記のうち①は防火設備（扉、シャッター）が閉鎖する際の衝撃強度の上限を

規定したもの、②の閉じ力は、防火設備が枠あるいは床面を押し付ける力の強さ

の上限を規定したものである。 

191 上 5 

○関係規定の概

要 

・令第 112 条第 19 項第一号ロ 

194 枠内 関係規定 令第 112 条第 19 項 

上 8 

○判定基準 

要是正：常閉防火設備等の変形又は損傷により遮炎性能又は遮煙性能（令第 112

条第 19 項第二号に規定する特定防火設備又は常閉防火設備等に限る。）に支障が

あること。 

195 枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 
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196 枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 

昭和 48 年建告第 2563 号 

平成 12 年建告第 1369 号 

197 枠内 関係規定 関係規定：令第 112 条第 19 項 

昭和 48 年建告第 2563 号 

平成 12 年建告第 1369 号 

207 上 1 

○調査方法 

「追記」 

各階の主要な換気設備の作動を確認する。ただし、３年以内に実施した法第 12

条第３項の規定に基づく検査（以下「定期検査」という。）等の記録がある場合

にあっては、当該記録により確認することで足りる。 

214 下 3  

○参考事項 

「追記」 

建築物石綿含有建材調査者については、（一財）日本環境衛生センターのホーム

ページ（http://www.jesc.or.jp）又は（一社）環境科学対策センター

（http://www.kankyokagaku.jp）を参照されたい。 

253 上 7 

○判定基準 

「追記」 

要是正：令第 126 条の３の規定に適合しないこと。ただし、令第 128 条の６第１

項の規定が適用され、かつ区画避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われてい

ない場合、令第 129 条第１項の規定が適用され、かつ階避難安全性能に影響を及

ぼす修繕等が行われていない場合又は第 129 条の２第１項の規定が適用され、か

つ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合を除く。 

257 上 5 

○判定基準 

「追記」 

要是正：令第 126 条の２の規定に適合しないこと。ただし、令第 128 条の６第１

項の規定が適用され、かつ区画避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われてい

ない場合、令第 129 条第１項の規定が適用され、かつ階避難安全性能に影響を及

ぼす修繕等が行われていない場合又は令第 129 条の２第１項の規定が適用され、

かつ全館避難安全性能に影響を及ぼす修繕等が行われていない場合を除く。 
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ｐ23 表１ 避難安全検証法により適用除外される関係規定 （表の差し替え） 

 

○：適用除外，―：対象外 

項目 施行令  規定の概要 範囲 区画避難 階避難 全館避難

防火区画 第112条 第7項 11階以上の100㎡区画  ― ― ○ 

第11 

～13項 

たて穴区画  ― ― ○ 

第18項 異種用途区画  ― ― ○ 

避難施設

等 

第119条  廊下の幅  ― ○ ○ 

第120条  直通階段までの歩行距

離 

 ― ○ ○ 

第123条 第1項 屋内避難階段の構造 第1，6号 ― ― ○ 

第2項 屋外避難階段の構造 第2号 ― ― ○ 

第3項 特別避難階段の構造 第1，11号 ― ○ ○ 

第2号 ― ― ○ 

第9号 ― ○※ ○ 

第124条 第1項 物販店舗の避難階段等

の幅 

第1号 ― ― ○ 

物販店舗の避難階段等

に通ずる出入口の幅 

第2号 ― ○ ○ 

屋外への

出口 

第125条 第1項 屋外への出口までの歩

行距離 

 ― ― ○ 

第3項 物販店舗の屋外への出

口幅 

 ― ― ○ 

排煙設備 第 126 条

の2 

 排煙設備の設置  ○ ○ ○ 

第 126 条

の3 

 排煙設備の構造  ○ ○ ○ 

内装制限 第 128 条

の5 

 特殊建築物等の内装 第2，6，7項

及び階段に

係る部分を

除く規定 

○ ○ ○ 

※：屋内からバルコニー又は付室に通ずる出入口に係わる部分に限る。 

 


